
令和２年１月２４日開会

第 ７ ０ ８ 回 む つ 市 教 育 委 員 会



＜ 目 次 ＞

議案第１号 むつ市公民館条例の一部を改正する条例について（中央公民館）

議案第２号 むつ市公民館規則の一部を改正する規則について（中央公民館）

＜ 事務局からの報告事項 ＞

１．第２４２回むつ市議会定例会の報告について（総務課）

２．令和元年度青森県学習状況調査結果の報告（学校教育課） ※別冊



 



議案第１号

むつ市公民館条例の一部を改正する条例について

むつ市公民館条例の一部を改正する条例について、むつ市教育委員会事務委任

規則第１条第１１号の規定により教育委員会の意見を求める。

令和２年１月２４日提出

むつ市教育委員会教育長 氏 家 剛

提案理由

公民館使用料の時間区分の統合等を図るためのものである。
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むつ市公民館条例の一部を改正する条例

むつ市公民館条例（平成１７年むつ市条例第６８号）の一部を次のように改正す

る。

第１０条第１項中「及び設備」を削る。

第１６条中「及び設備」を削る。

別表第２の２の表図書室の項を削り、同表中「老人（和）」を「談話室」に改め、

同表附属設備の項、暖房料及び燃料費の項及び全日の欄を削り、同表に備考として

次のように加える。

備考

１ ２以上の時間区分にわたって使用する場合の使用料は、当該使用に係る時

間区分の欄に掲げる額を合算した額とする。

２ 使用時間には、準備及び現状回復に要する時間を含むものとする。

別表第２の３の表附属設備の項、暖房料及び燃料費の項及び全日の欄を削り、同

表に備考として次のように加える。

備考

１ ２以上の時間区分にわたって使用する場合の使用料は、当該使用に係る時

間区分の欄に掲げる額を合算した額とする。

２ 使用時間には、準備及び現状回復に要する時間を含むものとする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の別表第２の規定は、使用料のうちこの条例の施行の日

以後の使用の許可に係るものについて適用し、使用料のうち同日前の使用の許可

に係るものについては、なお従前の例による。
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1

議
案
第
１
号
参
考
資
料

む
つ
市
公
民
館
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
新
旧
対
照
表

改
正

案
現

行

（
使
用
料
）

（
使
用
料
）

第
１
０
条

公
民
館
の
施
設
を
使
用
す
る
と
き
は
、
別
表
第
２
に
定
め
る
使
用
料
を
徴
収
す

第
１
０
条

公
民
館
の
施
設
及
び
設
備
を
使
用
す
る
と
き
は
、
別
表
第
２
に
定
め
る
使
用
料

る
こ
と
が
で
き
る
。

を
徴
収
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
（
略
）

２
（
略
）

（
損
害
賠
償
）

（
損
害
賠
償
）

第
１
６
条

公
民
館
の
使
用
に
つ
い
て
使
用
者
又
は
そ
の
参
集
者
が
公
民
館
の
施
設
等
を
損

第
１
６
条

公
民
館
の
使
用
に
つ
い
て
使
用
者
又
は
そ
の
参
集
者
が
公
民
館
の
施
設
及
び
設

傷
し
、
又
は
滅
失
し
た
と
き
は
、
使
用
者
は
、
そ
の
損
害
を
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

備
等
を
損
傷
し
、
又
は
滅
失
し
た
と
き
は
、
使
用
者
は
、
そ
の
損
害
を
賠
償
し
な
け
れ
ば

い
。

な
ら
な
い
。

別
表
第
２
（
第
１
０
条
関
係
）

別
表
第
２
（
第
１
０
条
関
係
）

１
（
略
）

１
（
略
）

２
川
内
公
民
館
使
用
料

２
川
内
公
民
館
使
用
料

時
間

午
前

午
後

夜
間

時
間

午
前

午
後

夜
間

全
日

区
分

区
分

使
用

午
前
９
時
か
ら

午
後
１
時
か
ら

午
後
６
時
か
ら

使
用

午
前
９
時
か
ら

午
後
１
時
か
ら

午
後
６
時
か
ら

午
前
９
時
か
ら

区
分

正
午
ま
で

午
後
５
時
ま
で

午
後
1
0
時
ま
で

区
分

正
午
ま
で

午
後
５
時
ま
で

午
後
1
0
時
ま
で

午
後
1
0
時
ま
で

大
集
会
室

5
,
6
9
0
円

6
,
4
0
0
円

7
,
1
1
0
円

大
集
会
室

5
,
6
9
0
円

6
,
4
0
0
円

7
,
1
1
0
円

1
9
,
2
1
0
円

図
書
室

1
,
3
0
0
円

1
,
4
1
0
円

1
,
6
6
0
円

4
,
3
8
0
円
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2

談
話
室

8
2
0
円

9
4
0
円

1
,
3
0
0
円

老
人
（
和
）

8
2
0
円

9
4
0
円

1
,
3
0
0
円

3
,
0
7
0
円

和
室

Ａ
室

2
,
4
8
0
円

3
,
2
2
0
円

4
,
1
4
0
円

和
室

Ａ
室

2
,
4
8
0
円

3
,
2
2
0
円

4
,
1
4
0
円

9
,
9
7
0
円

Ｂ
室

1
,
6
6
0
円

2
,
4
8
0
円

3
,
3
2
0
円

Ｂ
室

1
,
6
6
0
円

2
,
4
8
0
円

3
,
3
2
0
円

7
,
4
6
0
円

会
議
室

1
,
1
9
0
円

1
,
3
0
0
円

1
,
6
6
0
円

会
議
室

1
,
1
9
0
円

1
,
3
0
0
円

1
,
6
6
0
円

4
,
1
4
0
円

調
理
実
習
室

1
,
6
6
0
円

2
,
4
8
0
円

3
,
3
2
0
円

調
理
実
習
室

1
,
6
6
0
円

2
,
4
8
0
円

3
,
3
2
0
円

7
,
4
6
0
円

視
聴
覚
室

1
,
6
6
0
円

2
,
4
8
0
円

3
,
3
2
0
円

視
聴
覚
室

1
,
6
6
0
円

2
,
4
8
0
円

3
,
3
2
0
円

7
,
4
6
0
円

付
属
設
備

教
育
委
員
会
が
定
め
る
額

暖
房
料
及
び

教
育
委
員
会
が
定
め
る
額

燃
料
費

備
考 １

２
以
上
の
時
間
区
分
に
わ
た
っ
て
使
用
す
る
場
合
の
使
用
料
は
、
当
該
使
用
に
係

る
時
間
区
分
の
欄
に
掲
げ
る
額
を
合
算
し
た
額
と
す
る
。

２
使
用
時
間
に
は
、
準
備
及
び
原
状
回
復
に
要
す
る
時
間
を
含
む
も
の
と
す
る
。

３
大
畑
公
民
館
使
用
料

３
大
畑
公
民
館
使
用
料

時
間

午
前

午
後

夜
間

時
間

午
前

午
後

夜
間

全
日

区
分

区
分

使
用

午
前
９
時
か
ら

午
後
１
時
か
ら

午
後
６
時
か
ら

使
用

午
前
９
時
か
ら

午
後
１
時
か
ら

午
後
６
時
か
ら

午
前
９
時
か
ら

区
分

正
午
ま
で

午
後
５
時
ま
で

午
後
1
0
時
ま
で

区
分

正
午
ま
で

午
後
５
時
ま
で

午
後
1
0
時
ま
で

午
後
1
0
時
ま
で

集
会
室

1
,
8
1
0
円

2
,
0
4
0
円

2
,
9
0
0
円

集
会
室

1
,
8
1
0
円

2
,
0
4
0
円

2
,
9
0
0
円

5
,
4
3
0
円

会
議
室

6
0
0
円

8
4
0
円

1
,
0
7
0
円

会
議
室

6
0
0
円

8
4
0
円

1
,
0
7
0
円

1
,
8
1
0
円

調
理
室

1
,
0
7
0
円

1
,
0
7
0
円

1
,
4
4
0
円

調
理
室

1
,
0
7
0
円

1
,
0
7
0
円

1
,
4
4
0
円

2
,
6
5
0
円
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3

和
室
１

6
0
0
円

8
4
0
円

1
,
0
7
0
円

和
室
１

6
0
0
円

8
4
0
円

1
,
0
7
0
円

1
,
8
1
0
円

和
室
２

6
0
0
円

8
4
0
円

1
,
0
7
0
円

和
室
２

6
0
0
円

8
4
0
円

1
,
0
7
0
円

1
,
8
1
0
円

和
室
３

6
0
0
円

8
4
0
円

1
,
0
7
0
円

和
室
３

6
0
0
円

8
4
0
円

1
,
0
7
0
円

1
,
8
1
0
円

青
少
年
室

4
7
0
円

7
2
0
円

9
6
0
円

青
少
年
室

4
7
0
円

7
2
0
円

9
6
0
円

1
,
0
7
0
円

婦
人
老
人
室

4
7
0
円

7
2
0
円

9
6
0
円

婦
人
老
人
室

4
7
0
円

7
2
0
円

9
6
0
円

1
,
0
7
0
円

視
聴
覚
室

9
6
0
円

1
,
2
1
0
円

1
,
4
4
0
円

視
聴
覚
室

9
6
0
円

1
,
2
1
0
円

1
,
4
4
0
円

2
,
4
2
0
円

付
属
設
備

教
育
委
員
会
が
定
め
る
額

暖
房
料
及
び

教
育
委
員
会
が
定
め
る
額

燃
料
費

備
考 １

２
以
上
の
時
間
区
分
に
わ
た
っ
て
使
用
す
る
場
合
の
使
用
料
は
、
当
該
使
用
に
係

る
時
間
区
分
の
欄
に
掲
げ
る
額
を
合
算
し
た
額
と
す
る
。

２
使
用
時
間
に
は
、
準
備
及
び
原
状
回
復
に
要
す
る
時
間
を
含
む
も
の
と
す
る
。

４
（
略
）

４
（
略
）
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議案第２号

むつ市公民館規則の一部を改正する規則について

むつ市公民館規則を改正したいので、むつ市教育委員会事務委任規則第１条

第９号の規定により教育委員会の承認を求める。

令和２年１月２４日提出

むつ市教育委員会教育長 氏 家 剛

提案理由

施設の附属設備等使用料を廃止するためのものである。
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むつ市公民館規則の一部を改正する規則

令和２年１月 日公布

むつ市教育委員会規則第１号

むつ市公民館規則（平成１７年教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改

正する。

第１１条及び第１２条を削る。

第１３条第１項ただし書を削り、同条を第１１条とし、第１４条から第２０条ま

でを２条ずつ繰り上げる。

別表第１及び別表第２を削る。

様式第１号及び様式第２号を次のように改める。
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様式第１号（第８条関係）

むつ市公民館使用許可申請書

年 月 日

むつ市教育委員会

次のとおりむつ市公民館を使用したいので申請します。

(注)太線内は記入しないでください。

決裁伺 上記により許可してよろしいか。 許可第 号

年 月 日

申

請

者

住 所

団体名

氏 名

電 話

使用目的

催物名称

種

別

講演、講習、研究、会議、映画、演劇、演

芸、音楽、舞踊、展示会、その他

参集予定

人 員 人
発 行 券

円 枚

円 枚 招待券 枚

使 用

責 任 者

住所 社会教育関係団体の認定 有・無

氏名
附 属 設

備 等 の

使 用 内

訳
電話

使
用

場

所

及

び

使

用

料

等

月 ・ 日 曜 日 使 用 時 間 使 用 場 所 使 用 料 開 演 終 演

～
円

時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

合 計
開場時間(講堂)

時 分・ 時 分

館 長 確 認 受 付 者
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様式第２号（第９条関係）

む つ 市 公 民 館 使 用 許 可 書

許可 第 号

年 月 日

住 所

団体名

氏 名 様

むつ市教育委員会

年 月 日付けをもって申請のあったむつ市公民館の使用については、次の

とおり許可します。

使用目的

催物名称

種

別

講演、講習、研究、会議、映画、演劇、演

芸、音楽、舞踊、展示会、その他

参集予定

人 員 人
発 行 券

円 枚

円 枚 招待券 枚

使 用

責 任 者

住所 社会教育関係団体の認定 有・無

氏名
附 属 設

備 等 の

使 用 内

訳
電話

使
用

場

所

及

び

使

用

料

等

月 ・ 日 曜 日 使 用 時 間 使 用 場 所 使 用 料 開 演 終 演

～
円

時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

合 計
開場時間(講堂)

時 分・ 時 分

許可条件
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様式第５号中「様式第５号（第１４条関係）」を「様式第５号（第１２条関

係）」に改める。

様式第６号中「様式第６号（第１４条関係）」を「様式第６号（第１２条関

係）」に改める。

様式第７号中「様式第７号（第１５条関係）」を「様式第７号（第１３条関

係）」に改める。

様式第８号中「様式第８号（第１５条関係）」を「様式第８号（第１３条関

係）」に改める。

様式第９号中「様式第９号（第１６条関係）」を「様式第９号（第１４条関

係）」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日前の使用の許可に係る附属設備の使用料並びに暖房料及び

燃料費については、なお従前の例による。

３ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（以下「旧様式」と

いう。）による書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。

４ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを

取り繕って使用することができる。
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1

議
案
第
２
号
参
考
資
料

む
つ
市
公
民
館
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
新
旧
対
照
表

改
正

案
現

行

（
附
属
設
備
の
使
用
料
）

第
１
１
条

条
例
別
表
第
２
の
規
程
に
よ
り
教
育
委
員
会
が
定
め
る
附
属
設
備
の
使
用
料

は
、
別
表
第
１
の
と
お
り
と
す
る
。

（
暖
房
料
及
び
燃
料
費
）

第
１
２
条

条
例
別
表
第
２
の
規
程
に
よ
り
教
育
委
員
会
が
定
め
る
暖
房
料
及
び
燃
料
費

は
、
別
表
第
２
の
と
お
り
と
す
る
。

（
使
用
料
の
納
付
）

（
使
用
料
の
納
付
）

第
１
１
条

使
用
者
は
、
使
用
許
可
書
の
交
付
を
受
け
る
際
に
使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば

第
１
３
条

使
用
者
は
、
使
用
許
可
書
の
交
付
を
受
け
る
際
に
使
用
料
を
納
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
附
属
設
備
の
使
用
料
に
つ
い
て
は
、
当
該
使
用
終
了
の
と
き
ま
で

に
、
暖
房
料
及
び
燃
料
費
に
つ
い
て
は
、
当
該
使
用
終
了
後
そ
れ
ぞ
れ
納
付
す
る
こ
と
が

で
き
る
も
の
と
す
る
。

２
（
略
）

２
（
略
）

（
使
用
料
の
還
付
）

（
使
用
料
の
還
付
）

第
１
２
条

（
略
）

第
１
４
条

（
略
）

（
使
用
料
の
免
除
）

（
使
用
料
の
免
除
）

第
１
３
条

（
略
）

第
１
５
条

（
略
）

（
使
用
許
可
取
消
し
の
届
出
）

（
使
用
許
可
取
消
し
の
届
出
）

第
１
４
条

（
略
）

第
１
６
条

（
略
）

（
行
為
の
禁
止
）

（
行
為
の
禁
止
）

-11-



2

第
１
５
条

（
略
）

第
１
７
条

（
略
）

（
職
員
の
立
入
り
）

（
職
員
の
立
入
り
）

第
１
６
条

（
略
）

第
１
８
条

（
略
）

（
報
告
）

（
報
告
）

第
１
７
条

（
略
）

第
１
９
条

（
略
）

（
そ
の
他
）

（
そ
の
他
）

第
１
８
条

（
略
）

第
２
０
条

（
略
）

別
表
第
１
（
第
１
１
条
関
係
）

附
属
設
備
使
用
料

区
分

設
備
名

単
位

使
用
料

川
内
公
民
館

１
６
ミ
リ
映
写
機

１
台

7
4
0
円

８
ミ
リ
映
写
機

１
台

7
4
0
円

ス
ラ
イ
ド
映
写
機

１
台

4
2
0
円

Ｏ
Ｈ
Ｐ

１
台

7
4
0
円

ス
テ
レ
オ
装
置

１
台

4
2
0
円

拡
声
装
置

１
式

7
4
0
円

ビ
デ
オ
デ
ッ
キ

１
式

7
4
0
円

ワ
イ
ヤ
レ
ス
ア
ン
プ
（
携
帯
用
）

１
式

7
4
0
円

テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー

１
台

4
2
0
円
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3

ピ
ア
ノ

１
台

1
,
4
8
0
円

テ
ン
ト
（
６
坪
）

１
張

7
4
0
円

金
屏
風

１
双

7
,
4
1
0
円

結
婚
式
用
具

１
式

2
,
9
6
0
円

展
示
用
パ
ネ
ル

１
枚

3
1
0
円

レ
コ
ー
ド
プ
レ
ー
ヤ
ー

１
台

1
,
0
5
0
円

大
畑
公
民
館

１
６
ミ
リ
映
写
機

１
台

5
3
0
円

Ｏ
Ｈ
Ｐ

１
台

5
3
0
円

拡
声
装
置
（
移
動
式
）

１
式

3
,
2
4
0
円

拡
声
装
置
（
固
定
式
）

１
式

1
,
0
8
0
円

ワ
イ
ヤ
レ
ス
ア
ン
プ
（
携
帯
用
）

１
式

5
3
0
円

ピ
ア
ノ

１
台

1
,
0
8
0
円

脇
野
沢
公
民
館

１
６
ミ
リ
映
写
機

１
台

6
3
0
円

ス
ラ
イ
ド
映
写
機

１
台

4
2
0
円

テ
ー
プ
レ
コ
ー
ダ
ー

１
式

4
2
0
円

ア
ン
プ
マ
イ
ク

１
式

1
,
0
5
0
円

実
習
用
調
理
台

１
台

6
3
0
円

別
表
第
２
（
第
１
２
条
関
係
）
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4

暖
房
料
及
び
燃
料
費

区
分

単
位

金
額

川
内
公
民
館

暖
房
料

実
費

ガ
ス
代

ガ
ス
メ
ー
タ
ー
実
費

に
よ
る
使
用
量

大
畑
公
民
館

暖
房
料

集
会
室

１
時
間

3
1
0
円

そ
の
他
の
室

１
時
間

2
1
0
円

ガ
ス
代

１
回

5
3
0
円

水
道
料

１
回

2
1
0
円

二
枚
橋
地
区

暖
房
料

集
会
室

１
時
間

2
1
0
円

公
民
館

会
議
室
、
研
修
室
１

正
津
川
地
区

公
民
館

そ
の
他
の
室

１
時
間

5
0
円

ガ
ス
代

１
回

2
1
0
円

水
道
料

１
回

5
0
円
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様式第１号（第８条関係）

むつ市公民館使用許可申請書

年 月 日

むつ市教育委員会

次のとおりむつ市公民館を使用したいので申請します。

(注)太線内は記入しないでください。

決裁伺 上記により許可してよろしいか。 許可第 号

年 月 日

申

請

者

住 所

団体名

氏 名

電 話

使用目的

催物名称

種

別

講演、講習、研究、会議、映画、演劇、演

芸、音楽、舞踊、展示会、その他

参集予定

人 員 人
発 行 券

円 枚

円 枚 招待券 枚

使 用

責 任 者

住所 社会教育関係団体の認定 有・無

氏名
附 属 設

備 等 の

使 用 内

訳
電話

使
用

場

所

及

び

使

用

料

等

月 ・ 日 曜 日 使 用 時 間 使 用 場 所 使 用 料 開 演 終 演

～
円

時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

附 属 設 備 等 の 使 用 料 時 分 時 分

合 計
開場時間(講堂)

時 分・ 時 分

館 長 確 認 受 付 者

【現行】
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様式第１号（第８条関係）

むつ市公民館使用許可申請書

年 月 日

むつ市教育委員会

次のとおりむつ市公民館を使用したいので申請します。

(注)太線内は記入しないでください。

決裁伺 上記により許可してよろしいか。 許可第 号

年 月 日

申

請

者

住 所

団体名

氏 名

電 話

使用目的

催物名称

種

別

講演、講習、研究、会議、映画、演劇、演

芸、音楽、舞踊、展示会、その他

参集予定

人 員 人
発 行 券

円 枚

円 枚 招待券 枚

使 用

責 任 者

住所 社会教育関係団体の認定 有・無

氏名
附 属 設

備 等 の

使 用 内

訳
電話

使
用

場

所

及

び

使

用

料

等

月 ・ 日 曜 日 使 用 時 間 使 用 場 所 使 用 料 開 演 終 演

～
円

時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

合 計
開場時間(講堂)

時 分・ 時 分

館 長 確 認 受 付 者

【改正案】
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様式第２号（第９条関係）

む つ 市 公 民 館 使 用 許 可 書

許可 第 号

年 月 日

住 所

団体名

氏 名 様

むつ市教育委員会

年 月 日付けをもって申請のあったむつ市公民館の使用については、次の

とおり許可します。

使用目的

催物名称

種

別

講演、講習、研究、会議、映画、演劇、演

芸、音楽、舞踊、展示会、その他

参集予定

人 員 人
発 行 券

円 枚

円 枚 招待券 枚

使 用

責 任 者

住所 社会教育関係団体の認定 有・無

氏名
附 属 設

備 等 の

使 用 内

訳
電話

使
用

場

所

及

び

使

用

料

等

月 ・ 日 曜 日 使 用 時 間 使 用 場 所 使 用 料 開 演 終 演

～
円

時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

附 属 設 備 等 の 使 用 料 時 分 時 分

合 計
開場時間(講堂)

時 分・ 時 分

許可条件

【現行】
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様式第２号（第９条関係）

む つ 市 公 民 館 使 用 許 可 書

許可 第 号

年 月 日

住 所

団体名

氏 名 様

むつ市教育委員会

年 月 日付けをもって申請のあったむつ市公民館の使用については、次の

とおり許可します。

使用目的

催物名称

種

別

講演、講習、研究、会議、映画、演劇、演

芸、音楽、舞踊、展示会、その他

参集予定

人 員 人
発 行 券

円 枚

円 枚 招待券 枚

使 用

責 任 者

住所 社会教育関係団体の認定 有・無

氏名
附 属 設

備 等 の

使 用 内

訳
電話

使
用

場

所

及

び

使

用

料

等

月 ・ 日 曜 日 使 用 時 間 使 用 場 所 使 用 料 開 演 終 演

～
円

時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

～ 時 分 時 分

合 計
開場時間(講堂)

時 分・ 時 分

許可条件

【改正案】
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様式第５号（第１４条関係）

むつ市公民館使用料還付申請書

年 月 日

むつ市教育委員会

次のとおりむつ市公民館使用料の還付を申請します。

(注)太線内は記入しないでください。

決裁伺 上記のとおり還付してよろしいか。

年 月 日

申

請

者

住 所

団体名

氏 名

電 話

理 由

還 付 申 請 額

還 付 決 定 額

添 付 書 類

館 長 確 認 受 付 者

【現行】
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様式第５号（第１２条関係）

むつ市公民館使用料還付申請書

年 月 日

むつ市教育委員会

次のとおりむつ市公民館使用料の還付を申請します。

(注)太線内は記入しないでください。

決裁伺 上記のとおり還付してよろしいか。

年 月 日

申

請

者

住 所

団体名

氏 名

電 話

理 由

還 付 申 請 額

還 付 決 定 額

添 付 書 類

館 長 確 認 受 付 者

【改正案】
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様式第６号（第１４条関係）

むつ市公民館使用料還付決定通知書

年 月 日

住 所

団体名

氏 名 様

むつ市教育委員会

次のとおりむつ市公民館使用料の還付を決定したので通知します。

理 由

還 付 申 請 額

還 付 決 定 額

備 考

【現行】

-21-



様式第６号（第１２条関係）

むつ市公民館使用料還付決定通知書

年 月 日

住 所

団体名

氏 名 様

むつ市教育委員会

次のとおりむつ市公民館使用料の還付を決定したので通知します。

理 由

還 付 申 請 額

還 付 決 定 額

備 考

【改正案】
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様式第７号（第１５条関係）

むつ市公民館使用料免除申請書

年 月 日

むつ市長

次のとおりむつ市公民館使用料の免除を申請します。

(注)太線内は記入しないでください。

決裁伺 上記のとおり免除してよろしいか。

年 月 日

申

請

者

住 所

団体名

氏 名

電 話

理 由

１ 社会教育関係機関、団体等である。

２ 公共団体又は公共的団体である。

３ その他( )

免 除 申 請 額

免 除 決 定 額

添 付 書 類

館 長 確 認 受 付 者

【現行】

-23-



様式第７号（第１３条関係）

むつ市公民館使用料免除申請書

年 月 日

むつ市長

次のとおりむつ市公民館使用料の免除を申請します。

(注)太線内は記入しないでください。

決裁伺 上記のとおり免除してよろしいか。

年 月 日

申

請

者

住 所

団体名

氏 名

電 話

理 由

１ 社会教育関係機関、団体等である。

２ 公共団体又は公共的団体である。

３ その他( )

免 除 申 請 額

免 除 決 定 額

添 付 書 類

館 長 確 認 受 付 者

【改正案】
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様式第８号（第１５条関係）

むつ市公民館使用料免除決定通知書

年 月 日

住 所

団体名

氏 名 様

むつ市長

次のとおりむつ市公民館使用料の免除を決定したので通知します。

理 由

１ 社会教育関係機関、団体等である。

２ 公共団体又は公共的団体である。

３ その他( )

免 除 申 請 額

免 除 決 定 額

備 考

【現行】
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様式第８号（第１３条関係）

むつ市公民館使用料免除決定通知書

年 月 日

住 所

団体名

氏 名 様

むつ市長

次のとおりむつ市公民館使用料の免除を決定したので通知します。

理 由

１ 社会教育関係機関、団体等である。

２ 公共団体又は公共的団体である。

３ その他( )

免 除 申 請 額

免 除 決 定 額

備 考

【改正案】
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様式第９号（第１６条関係）

むつ市公民館使用許可取消し届

年 月 日

住 所

申請者 団体名

氏 名

電 話

むつ市教育委員会

次のとおりむつ市公民館の使用を取り消したいのでお届けします。

使 用 許 可

年 月 日 ・ 番 号
年 月 日 第 号

取 消 し の

理 由

備考

(注)許可書を添付してください。

決裁伺 上記により承認してよろしいか。

年 月 日

館 長 確 認 受 付 者

【現行】
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様式第９号（第１４条関係）

むつ市公民館使用許可取消し届

年 月 日

住 所

申請者 団体名

氏 名

電 話

むつ市教育委員会

次のとおりむつ市公民館の使用を取り消したいのでお届けします。

使 用 許 可

年 月 日 ・ 番 号
年 月 日 第 号

取 消 し の

理 由

備考

(注)許可書を添付してください。

決裁伺 上記により承認してよろしいか。

年 月 日

館 長 確 認 受 付 者

【改正案】
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第２４２回むつ市議会定例会報告 会期：11月27日（水）～12月20日（金）

１．一般質問 １２月６日（金）～１２月１０日（火）

質 問 者 ６番 佐 藤 広 政 議員

質問事項：１．小学校部活動の移行について

(1) 小学校部活動の移行状況について

(2) 児童のスポーツ少年団等の活動状況を学校でどの程度把握

して、連携をどのようにとっているのか

(3) 教育委員会及び学校の支援体制と、保護者の負担状況は

(4) 移行後、教員の多忙化は解消しているのか

【答弁概略】

(1) 小学校部活動の移行状況について

運動部について、運動部のあった１３校のうち、スポーツ少年団に移

行したのが８校、移行を予定しているのが３校、児童数の減少により部活

動を廃止し、学区内のスポーツ少年団に参加したのが２校となっている。

文化部の存続の状況については、文化部があった５校のうち、学校の部活

動から地域のクラブに移行したのが２校、部活動として継続しているのが

１校、地域の指導者を得て同好会として活動をしているのが１校、廃止し

たのが１校となっている。

また、地域クラブの一つとして、今年６月に、下北ジュニアウインドオ

ーケストラが結成され活動を始めたところであり、現在５０名を超える児

童が参加していると伺っている。

(2) 児童のスポーツ少年団等の活動状況を学校でどの程度把握して、連携をどの

ようにとっているのか

各学校においては、定期的に児童の加入状況を把握するとともに、学校

施設の開放や管理面での協力、生徒指導上の相談を行う等、家庭や地域、

各団体との連携を図っている。

(3) 教育委員会及び学校の支援体制と、保護者の負担状況は

平成２９年度から、むつ市教育委員会、むつ市校長会、むつ市連合PTA、

むつ市スポーツ少年団本部等で構成する「むつ市小学生スポーツ活動連絡

協議会」を組織し、「むつ市小学生スポーツ活動の指針」を作成して保護

者への配付を行ったほか、アンケート調査により要望等を把握するなど、

保護者、地域、諸団体と学校との協力体制を整えている。

来年度は、文化活動も対象とした「むつ市小学生スポーツ・文化活動連

絡協議会」により、これまでの指針に文化活動も加え、持続可能な環境づ

くりを推進していく。
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保護者の負担状況については、学校での部活動時には、学校によって遠

征費等にＰＴＡ会費等から補助があったようである。

遠征費等については、個人負担が原則であると考えるが、市では、「む

つ市子ども夢育成基金」等により、上位の大会へ出場する場合は旅費等参

加費用の一部について補助を行っている。

(4) 移行後、教員の多忙化は解消しているのか

移行後は、これまで部活動の指導を行っていた時間に、児童の個別学習や生

徒指導などを行うことが可能となったため、児童と向き合う時間が増えるとと

もに、翌日の授業の準備をする時間も確保しやすくなり、多忙化の軽減につな

がっている。

【再質問】

①部活動からの移行で多忙が解消された時間を子供たちの教育に使われているの

か検証しているか。また、その他の煩雑な事務処理等々も同時に解消するため

に教育委員会は指導や支援をしているか。

⇒答弁

詳細な検証については行っていないが、放課後に先生方は、個別に学習指導

や生徒指導、学校行事等の準備やテストの丸つけ、保護者への連絡などの様々

な学級事務を行っているほか、翌日の授業準備をしており、スポーツ少年団等

へ移行した時間を有効に活用しているものと認識している。

実際に校長先生方からは、以前に比べて授業の準備などに時間をとりやすく

なったとの声をいただいている。

また、教育委員会では、学校の多忙化解消に関する通知を出し、会議の精選

や効率化、行事の練習時間の短縮など各学校の実状に応じた改善を進めている。

質問事項：２．学校での防災の考え方について

(1) 各学校での防災訓練の状況、内容について

(2) 各学校でのハザードマップ等の製作は

【答弁概略】

(1) 各学校での防災訓練の状況、内容について

防災教育におきましては、むつ市教育大綱に「安全・防災教育の推進」を掲

げており、防災訓練には、市内すべての小中学校で、自然災害を想定した訓練

を実施している。

内容としては、地震による津波を想定した高台への避難訓練、地震による火

災の発生を想定したグラウンドへの避難訓練、避難先から保護者への引き渡し

訓練、及び積雪期における避難経路を確認した訓練など、様々な事象を想定し

た訓練を行っている。

また、市の防災関係部局等の協力のもと、避難訓練を行う際に、災害に対す

る講演と避難訓練終了後の講評を実施している学校もある。
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(2) 各学校でのハザードマップ等の製作は

教育委員会では、全ての学校に学区内の危険箇所を記載した防災マップを

配布しており、このほか独自のハザードマップを作成している学校は、１校

となっている。

【再質問】

①「防災教育」として、どのような取組がなされているのか。

⇒答弁

現行の学習指導要領では、小学校の体育において、「身の回りの生活の安全、

交通安全、防災に関する指導を重視し、安全に関する情報を正しく判断し、安

全のための行動に結び付けるようにすること」、中学校の保健体育では「自然

災害による障害の防止」や「応急手当」について、その他、道徳、理科、社会、

及び防災訓練や防火訓練など、防災教育は様々な教育活動を通じて行われてい

る。

教育委員会としては、学校危機管理マニュアル「子どもの安全確保のために」

の中でも、防災教育の徹底を図るよう指導するとともに、教育委員会と校長会

の合同会議において、児童生徒の安全面の指導徹底をお願いしている。

質問事項：３．学校での防犯の取り組みについて

(1) 学校での防犯活動について、教育委員会での取り組みや実態

把握は

(2)「こども１１０番の家」の学校での取り組み状況について

【答弁概略】

(1) 学校での防犯活動について、教育委員会での取り組みや実態把握は

教育委員会では、各学校の学校安全全体計画等を把握し、各教科における安

全学習や学級活動、学校行事を通した安全指導が、児童生徒や地域の実態を踏

まえて計画的に行われているか確認を行っている。

また、大型連休や長期休業の前には、各学校に対し、生徒指導及び安全指導

の徹底をお願いしており、各学校では児童生徒に指導するとともに、学校だよ

りや参観日などを通じて、保護者への啓発にも努めている。

また、実態把握については、毎年５月に、むつ警察署、下北地域県民局、

及び市関係部局などによる「通学路の安全点検状況に係る協議会」を開催し、

各学校から防災・防犯・交通安全の観点で指摘された、通学路の危険箇所に

ついて改善策を協議している。

協議結果については、各関係機関において、可能な限り早急に対応し、

通学路の安全確保に努めていただいている。

(2) 「こども１１０番の家」の学校での取り組み状況について

現在、市内小・中学校のブロックごとに合計４校が取り組んでいる。

教育委員会としては、今後とも警察や関係機関の協力を得ながら実態
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を把握し、他の自治体における取組事例等の収集に努め、必要に応

じて各学校への情報提供を行っていく。

質 問 者 １４番 原 田 敏 匡 議員

質問事項：２．小中学生の課外活動について

(1) 部活動のスポーツ少年団移行後の課題と今後の支援、文化部

の存続状況について

(2) 中学校の部活動指導員の普及状況と今後の見通しについて

【答弁概略】

(1) 部活動のスポーツ少年団移行後の課題と今後の支援、文化部の存続状況に

ついて

部活動のスポーツ少年団移行にあたり、今、最も課題となっていること

は、指導者の確保であり、現在移行に向けて準備を進めている学校だけで

なく、すでに活動している団体でも、今後も持続的に運営していくために

は、やはり指導者の継続的な確保が重要な課題となっている。

そのため、市では指導者バンクを設けるとともに、スポーツ少年団の運

営や大会の参加に必要な資格を取得するための費用を補助している。

また、文化部の存続の状況については、平成２８年度の段階で、文化部が

あった５校のうち、学校の部活動から地域のクラブに移行したのが２校、

部活動として継続しているのが１校、地域の指導者を得て同好会として活

動をしているのが１校、廃止したのが１校となっている。

なお、今年６月に、下北ジュニアウインドオーケストラが結成され、地

域クラブとして活動を始めたところであり、市としては、活動を主催する

下北文化会館に対し、各学校で使用していない楽器を集約し無償で貸付け

するなどの支援をしている。

(2) 中学校の部活動指導員の普及状況と今後の見通しについて

市では部活動指導員の配置はまだ行っていないが、現在、県教育委員会が今

年の１月に示した「部活動指導員設置要項」をもとに、むつ市校長会や下北地

区中学校体育連盟、下北地区中学校文化連盟、むつ市連合ＰＴＡなどで構成す

る「むつ市中学校部活動連絡協議会」を９月に組織し、制度化に向けての準備

を進めている

質 問 者 ４番 富 岡 直 哉 議員

質問事項：１．大湊ネブタ祭りについて

(1) 担い手の育成について

【答弁概略】

(1) 担い手の育成について
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子ども達への啓蒙活動については、大湊ネブタ祭りの開催時期に合わせ、北

の防人大湊弐番館と安渡館において、出陣するネブタ絵とその解説、ネブタの

衣装や写真、ミニネブタの展示のほか、金魚ネブタ作りの体験活動などを行っ

ている。今後も大湊ネブタ合同運行委員会をはじめ関係者の皆様の御協力を得

ながら、大湊ネブタに触れる機会を提供していきたいと考えている。

また、教育委員会が実施している放課後子ども教室推進事業では、大湊小学

校子ども教室において、大湊ネブタに関する学習活動が行われ、地域に愛着や

誇りを育む取組となっている。

いずれにしても、むつ市総合経営計画にある「文化の充実・文化財の保存活

用」に基づき、芸術・文化活動の奨励と振興に努めているところであり、子ど

も達が地域文化の担い手となり得る継承活動については、地域の皆様の御協力

のもと支援していく。

【再質問】

①弘前市の取組を当市でもできないものか。

⇒答弁

担い手の確保について、大湊ネブタ合同運行委員会が主体となって取り組む

べきことであると認識しているが、依頼があれば協力させていただきたいと考

えている。

質問事項：２．防災行政について

(4) 学校における防災教育につい

【答弁概略】

(4) 学校における防災教育につい

防災教育では、むつ市教育大綱に「安全・防災教育の推進」を掲げており、

防災訓練は、市内すべての小中学校で、自然災害を想定した訓練を実施してい

る。

内容としては、地震による津波を想定した高台への避難訓練、地震による火

災の発生を想定したグラウンドへの避難訓練、避難先から保護者への引き渡し

訓練及び積雪期における避難経路を確認した訓練など、様々な事象を想定した

訓練を行っている。

訓練時は、学校の指示に従って避難するが、状況の判断や避難の仕方を学ぶ

ことで、登下校時や家庭における具体的な対応なども、自分で考え、行動でき

る力を身に付けることを重視し、実施している。

また、学習指導要領では、小学校の体育において、「身の回りの生活の安全、

交通安全、防災に関する指導を重視し、安全に関する情報を正しく判断し、安

全のための行動に結び付けるようにすること」、また、中学校の保健体育にお

いて「自然災害による障害の防止」や「応急手当」について指導すること、道

徳において「社会連帯の精神」を養うことや、理科における地震や火山の学習

など、各教科においても防災の視点を重視した教育が行われている。
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【再質問】

①子ども向けの防災手帳を作成してはどうか。

⇒答弁

登下校を含め、子ども達の安心・安全な学校生活を保障することは、子ども

達の未来を守ることにつながる重要な視点ととらえている。防災手帳など、他

市の効果的な実践を参考にしながら、研究していく。

質 問 者 １番 佐 藤 武 議員

質問事項：１．小中学校教職員の長時間労働・多忙化について

(1) 教職員の長時間労働・多忙化の現状認識について

(2) 多忙化防止策について

(3) 長時間労働を客観的に管理する方策について

【答弁概略】

(1) 教職員の長時間労働・多忙化の現状認識について

教職員の長時間労働・多忙化についての当市の現状について、平成２６年度

に県教育委員会が実施した「教職員の勤務実態等に関する調査」の結果による

と、以前よりも仕事が忙しくなったと感じる教員が８３．３％にのぼった。

教員の平均時間外勤務については、１日あたり２時間２３分となっており、

これは、県平均とほぼ同程度の結果となっている。

また、最も負担と感じる業務は部活動となっており、部活動指導への負担感

が大きいとの結果が出ている。

このほか、学校からは、配慮を要する児童生徒の増加や多様化する保護者か

らのニーズへの対応等、教職員への負担が増加しているとの声も伺っている。

このようなことから、教職員の長時間労働や多忙化については、現状なかな

か改善される状況にないものと認識している。

(2) 多忙化防止策について

平成２７年１２月に、県教育委員会が設置する多忙化解消検討委員会がまと

めた「教職員の多忙化解消に係る報告書」が通知された。

この報告書に基づき、まずは教職員の働き方に対する意識の改革を図ること

が必要であるとの認識から、平成２８年１２月に「教職員の時間外労働等の縮

減に関する指針」を策定し、この指針により、各学校において時間外労働の縮

減に取り組んでいただいている。

この指針では、教職員が時間外労働を行う場合の時間の目安を、「１日につ

き２、３時間程度、月４５時間を超えない程度」としている。

また、毎週水曜日を「定時退校日」とすることや定時退校日及び週休日のい

ずれか１日を「ノー部活デー」とすること、管理職による退校の声がけの徹底

や完全退校時間を設定すること、所属教職員の時間外労働時間を把握すること

等を明示している。
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しかしながら、これらを遵守することは容易なことではないと承知しており、

教職員の働き方に対する意識改革を図ることを最大の目的として、各学校でそ

れぞれの実情に応じた取組を教職員一丸となって取り組んでいただいている。

この他、市教育委員会では、小中一貫教育非常勤講師及びスクールサポータ

ーの配置等による、教職員の負担軽減を図っている。

抜本的な多忙化解消策となると、教育委員会の取組のみでは難しいところも

あるものの、今後の国や県の動向を注視しながら、教職員の勤務実態の把握に

努めるとともに、多忙化解消に取り組んでいく。

(3) 長時間労働を客観的に管理する方策について

教職員の勤務実態の把握を目的として、来年度より、県教育委員会が作成す

る「教職員勤務時間記録簿」を市内すべての小中学校に配布し、教職員の勤務

状況の把握に努めてまいりたいと考えている。

【再質問】

①学校における業務量を減らすための今後の取組について。

⇒答弁

教育委員会としては、より良い教育活動及び児童生徒の健全育成のためには、

教職員と児童生徒が関わりを持つための十分な時間を確保することが不可欠で

あると考えている。

引き続き各学校の実情や意見等を伺いながら、実効性のある形での教職員の

多忙化解消策に取り組んでまいりたいと考えている。

②教職員の勤務状況の把握及び管理するために、平成２６年度に県教育委員会が

実施した「教職員の勤務実態等に関する調査」 のような調査を市独自で実施

してはどうか。

⇒答弁

教職員の勤務状況を適切に把握及び管理することは、多忙化防止策を講じる

うえで大変重要なことであると認識している。

しかしながら、新たな調査の実施については、調査票の作成や集計等、調査

そのものが教職員の負担増に繋がる恐れがあることから、慎重に検討するべき

であると考える。

まずは、来年度より実施する「教職員勤務時間記録簿」により、勤務状況の

把握及び管理に努めていく。

質 問 者 １２番 野 中 貴 健 議員

質問事項：２．子どものインターネット利用について

(1) むつ市の児童生徒のインターネットの利用率について

(2) これまでの施策について
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(3) これからの取り組みについて

【答弁概略】

(1) むつ市の児童生徒のインターネットの利用率について

教育委員会では、２年に１度、むつ市内小・中学校の全児童生徒を対象に、

携帯電話等に関するアンケート調査を実施しており、今年７月の調査では、ゲ

ーム機やタブレット端末を利用してインターネットを利用したことがあると回

答した児童生徒の割合は、小学校１年生から４年生までで、約４７％、小学校

５年生から中学校３年生までで約８２％となっている。

(2) これまでの施策について

教育委員会では、むつ市学校教育指導の方針と重点において、ネット・携帯

電話等に起因する問題行動に対する指導の充実を掲げている。

これまでも、アンケート調査を行うことで実態を把握し、結果を各学校に情

報提供するとともに、各学校からの依頼を受け、参観日などで情報モラル教室

の開催や、関係機関からの情報モラルに関するリーフレット等を配付し、児童

生徒の指導や保護者への啓発活動に努めてきた。

特に、保護者の協力は重要であるとの認識から、いじめ防止月間のリーフ

レットを活用し、情報モラル教育について特集を組むなどしている。

(3) これからの取り組みについて

今年７月に行った携帯電話等に関する調査を、平成２９年に行った前回のも

のと比較すると、携帯電話からスマートフォンへの移行や所持率の上昇、ゲー

ム機やタブレット端末を介したネット利用の低年齢化の傾向が一層強まってい

る。

これにより、学校や地域を越えた不特定多数の人とのつながりと、それに起

因するネットトラブル、利用時間の増加に伴う健康被害や学習への影響も心配

される。

今後も児童生徒や保護者を対象とした「情報モラル教室」の開催、家庭にお

ける管理・監督、時宜を得た適切な指導に一層協力が得られるよう、各学校の

実態に合わせた情報モラル教育と、児童生徒がネットトラブルの被害者にも加

害者にもならないよう、家庭や関係機関と連携した見守り体制の構築を推進し

ていく。
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２.議案質疑 １２月１２日（木）

教育委員会関係費

・議案第１０７号 指定管理者の指定について（むつ市下北自然の家）

※質疑なし

・議案第１１９号 むつ市教育委員会の委員に任命する者につき同意を求めるこ

とについて

※質疑なし

⇒ １２月２０日、原案可決

-37-



 


